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私たち自民党市会議
員団にお寄せくださ

い。皆様のご意見やご要
望を

〒604-8571 京都市中京区河原町御池上ル　https://jimin-kyoto.jp/
TEL.075-222-3718  FAX.075-257-3091

詳しくはHPまで

京都市会予算特別委員会
自民党市会議員団は以下の質問を致しました。（一部抜粋）
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　すべての人に「居場所」と「出番」がある「突き抜ける世界都市 京都」の実現に向けた本格予算！福祉・
健康・医療や教育・子育て環境の充実、包括性の高いまちづくり、京都経済を支える地域企業等の下支え、市民の
いのち・暮らしの安心安全など、市民生活を守るという姿勢を基本に、都市全体の魅力や活力を向上させ、
新たな京都を切り拓き、市役所・区役所が「結節点」として市民、企業、大学などと繋がりを深め、社会総が
かりで共に課題の解決に協働して、京都の未来を創造していこうとする基本姿勢で取り組まれる予算です。

●救急隊増隊をはじめとする市民の安心安全対策　
●健診機会の充実などの一人一人の健康づくり 等

●第2子以降保育料無償化などの子育て負担の軽減　

●京都安心すまい応援金の充実、公園の魅力アップ 等

●世界と社会にインパクトを与えるスタートアップの創出　

●区役所と学校の協働の下、地域課題の解決を目指す
　取組 等

具体的施策令和７年度予算規模

【市民生活を守る施策の強化】一般会計：９，５７５億円歳入

特別会計：６，４９５億円/公営企業会計:２，６５１億円
総額：1兆8,723億円

【人口減少課題に対応】

【京都の価値・強みを活かした先導的・挑戦的な取組】

京都市は従前からかなり頑張ってきたが、昨今の情勢を踏まえやむを得ない。
　今市会で、国民健康保険料の値上げに関する議案が提出され、可決されました。
国民健康保険料の値上げを可決するなど、けしからんとのお声があるのも承知して
います。もちろん、私たち自民党市議団も保険料の値上げなど、本音ではしたくあ
りません。当たり前です。ただ、一方で、国民健康保険料を今ここで値上げしなけれ
ば、国民健康保険事業そのものが制度破綻をしてしまう現状だという事はお伝えし
なければいけません。制度破綻させないための今回の制度改正であるのです。
　国民健康保険は、そもそもが相互扶助で取り組むべきもの。すなわち、加入者の
保険料で賄わなくてはなりません。ただ、これまで、京都市は市民生活に大きな影響があるなどの理由
で一般財源などを投入し、全国20ある政令指定都市の中でも、最低水準の保険料、加えて、京都府内
の自治体の中でも、最低水準で維持してきたわけです。ただ、京都府から国民健康保険事業に伴う負
担金の増大を求められています。加えて、これまで国民健康保険料事業における基金などもすべて取
り崩すまで何とか維持してきたのが現状です。
　ちなみに、京都市内での国民健康保険への加入者は25万人余りと市民の約2割。ここに145万市
民全体の予算でもある一般財源（令和7年度予算約99億円）の投入をこれ以上しても良いのか。全国
的に比較しても、最低水準に抑えてきた保険料をこのまま据え置いて、国民健康保険制度を維持する
ことができるのか。そのような事を総合的に鑑み、今回の制度改正議案に賛成をしたのが我が党の考
え方です。一方で、国民健康保険事業の運営主体は市町村。今の人口減少、少子長寿化社会において、
これまで通りの制度運営で果たして持続可能な制度たり得るのか。そのあたりは国に対し、国民健康
保険事業の抜本的な見直しも含め、私たちは申し入れていきたいと考えています。
　「政治家の役割とは一体何であるのか。勇気と真心を持って、真実、事実を語ること」とは石破茂総
理大臣の言葉。私たち自由民主党京都市会議員団は、市民の皆様に、時に耳の痛い政策であっても、
「勇気と真心を持って、しっかりと真実、事実を語りかけなくてはならない」と考えています。
　どうか、今回の制度改正に、皆様のご理解を賜ります事をお願い申し上げる次第であります。

松井市長就任後初の通年予算編成！！
令和7年度予算概要について

やむにやまれぬ、国民健康保険料値上げ
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①市民の意見も踏まえて宿泊税の充当事業を検討する必要性（行財政局）
②新京都戦略におけるリーディング・プロジェクトの設定に当たっての考え方及び令和７年度
予算編成との関係性（環境政策局）

③国民健康保険料について他都市と比較して被保険者
一人当たりの本市の財政支援額が極めて高いことを
正確に伝える必要性（保健福祉局）

④芸術・経済や若者と地域の融合、観光課題や渋滞
問題の解決のためにも、元陶化小～十条間の東高瀬
川を中心としたまちづくりが必要（総合企画局）

⑤京都市ジュニア消防団の活動支援（消防局）

　本市の宿泊税は「国際文化観光都市として
の魅力向上」と「観光の振興」に活用され、
京都の「まち柄」を後世につなぐ貴重な独自
財源として、観光振興はもとより、文化・景観
など京都固有の魅力の向上を通じて、『観
光特急バス』の導入や『無電柱化』『観光ト
イレの新設』など、市民と観光客双方の満足
度向上に貢献してきました。見直し案による
と、令和5年度は52億円であった税収額が、約126億円に倍増される見込みであり、市民
生活と観光の更なる調和・両立を図るため、観光課題対策はもとより、観光が市民生活の豊
かさにつながることが実感できる施策の推進に期待が高まります。今後も検討・研究を重ね、
5年後の見直し等によって、「市民・観光客・事業者三者の満足度が高く、新たな魅力や価値
の創造等にもつながる持続可能な観光」の実現に向けて尽力して参ります。

宿泊料金（１人１泊につき）

6,000円未満
6,000円以上20,000円未満
20,000円以上50,000円未満
50,000円以上100,000円未満
100,000円以上

200円
400円

1,000円
4,000円
10,000円

200円

500円

1,000円

13.7%
79.1%
5.7%
0.8%
0.5%

5.6%
65.0%
11.8%
6.9%
10.6%

税率
人数＊ 税収＊現行 改正案

シン（新）・宿泊税について
令和8年3月から適用予定の改正条例案
＊改正案における試算（令和6年度実績見込ベース）

①meetus山科-醍醐の推進に向けた機運醸成（都市計画局）
②能登半島地震における課題を踏まえた防災・減災対策のための
インフラ整備に対する考え方（建設局）

③スポーツ施設に係る令和７年度の予算編成方針（文化市民局）
④こども体育館における空調設備工事の完了時期及び
供用開始時期の見込み（子ども若者はぐくみ局）

⑤車椅子対応スクールバスの導入に向けた検討状況及
び導入に当たっての課題（教育委員会）

①市バスの混雑対策に取り組み誰にとっても優しいまちづくりを進める必要性（交通局）
②市バス等の「市民優先価格」の実現（交通局）
③埼玉県八潮市で発生した道路陥没事故を踏まえ実施した下水道管路の緊急点検において道路
陥没等につながるような異状は確認されなかったことを市民に周知する必要性（上下水道局）

④商店街キャッシュレス化・DX促進モデル事業　　
（産業観光局）
⑤災害発生時における観光客への対応に係る本市の体
制及び避難誘導の方法（産業観光局）

⑥京都市版オーバーツーリズム対策基本条例を策定し
本市が抱える観光課題を国に伝えるとともに市民生活
と調和・両立した持続可能な観光を実現する必要性
（産業観光局）

使用料及び
   手数料233億円

（3%）

その他収入
1,955億円
（20%）

市債
389億円
（4%）

国・府支出金
2,333億円
（24%）

地方交付税
720億円
（8%）

地方譲与税・府税交付金・
地方特例交付金・

交通安全対策特別交付金
585億円（6%）

市税
3,361億円
（35%）

社会福祉費
3,595億円
（38%）

総務費その他
789億円
（8%）

消防費
281億円
（3%）

教育文化費
1,291億円
（13%）

都市建設費
863億円
（9%） 産業経済費

1,291億円
（13%）

保健衛生費
546億円
（6%）

歳出（行政目的別）
公債費
919億円
（10%）


